


















は，戦後，行政事件訴訟特例法（昭和23年 7 月 1 日法律81号），行政不服審査法（昭和
37年 9 月15日法律160号）が制定されるまで継続することになる。
　他方，行政執行に関する法制度は，明治憲法制定から10年後に制定施行された行





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































23）	　田中二郎「新行政執行制度の概観（一）」警察研究19巻 8 号 4 ～ 5 頁。











28）	　前掲注23田中「新行政執行制度の概観（一）」警察研究19巻 8 号 4 ～ 5 頁参照。
29）	　前掲注27古谷「注釈警察官職務執行法〔再訂版〕」平成20年・立花書房12～15頁参照。
30）	　終戦後，GHQ司令官から公娼制度廃止の要求がなされ，昭和21年に娼妓取締規則が
廃止された。翌昭和22年には，婦女に売淫をさせた者等の処罰に関する勅令（昭和22年
勅令第 9号）が出されている。
31）	　もっとも伝染病等に罹患した場合の強制診断や強制入院等の必要性については一概に
否定できない側面もある。感染症法17条（健康診断の受診の勧告・措置），同19条（入
院の勧告・措置）参照
32）	　前掲注27古谷「注釈警察官職務執行法〔再訂版〕」平成20年・立花書房250頁注（1）を
参照。同書では「行政執行法も，天災，事変等の場合における危害防止のための土地及
び物件の使用等の権限を規定していたが（同法第 4条），警職法は，権限の濫用を抑制
する見地から要件の明確化を図るとともに，措置の対象を主として人とし，土地や物件
に対する措置は付随的なものにとどめ，さらに公安委員会への報告を義務付けている点
で行政執行法と異なっている。」とする。
33）	　前掲注 2加々美 =有松「行政執行法」140頁参照。同書では「（ハ）執行罰ハ制裁ニ
非ズシテ義務ノ強制ナルカ故ニ義務違反ノ事実カ継続セル間ハ継続シテ同一事実ニ対シ
テ数回過料ヲ科スルヲ得ルモ刑罰ハ一ツノ制裁ナルヲ以テ同一ノ違反行為ニ対シテ数回
之ヲ科スルコトヲ得ズ即チ執行罰ニ対シテハ一時不再理ノ原則ノ適用ナシ」，「（ニ）仍
成法上刑罰ハ司法裁判所ノ判決ヲ以テスルヲ原則トスルモ執行罰ハ行政官庁ノ決定ニ依
リ之ヲ科ス。」とする。
34）	　櫻井敬子・橋本博之「行政法（第 3版）」平成23年・弘文堂186頁参照。
35）	　前掲注34櫻井・橋本「行政法（第 3版）」187頁参照。
36）	　前掲注 1沼田「実務理論行政執行法」93頁。
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37）	　なお，明治憲法下でも所得税法60条や営業税法27条などの異議申立や，漁業法56条な
どの裁決申請という制度が，個別法において若干定められていたが，行政上の執行につ
いての一般救済規定ではないためここでは割愛する。前掲注 1の沼田「実務理論行政執
行法」94頁。
38）	　前掲注 2加々美 =有松「行政執行法」は，警察強制も一つの行政処分と考え訴願も
許される場合があるとする。同書172頁は「然レドモ検束ヲ以テ吾人ノ如ク一ノ行政処
分ナリトスルニ於テハ所謂地方官庁カ其ノ行政区画内ニ於テ行うウ警察即チ通説上ノ地
方警察ナルヲ以テ通説ニ依ルトキハ其ノ違法又ハ不当ノ行為ニ依リ権利又ハ利益ヲ侵害
セラレタル者ハ之ニ対シテ行政訴願ヲ提起スルコトヲ得ルモノト云ウヲ得ベシ。」とす
る。同様に仮領置については訴願の対象となると述べるが，邸宅侵入については単純な
事実行為であるとして否定する（同179頁）。強制診断については事実行為であり対象に
はならないが，強制入院については居住の自由制限の効果を生じさせるとして一種の行
政処分であるとして訴願の対象になるとする（同180頁）。所有権の制限等は，その効果
は事実上の効果にすぎないとして対象にならないとする（同181頁）。なお，仮に訴願が
許されると考えても，行政訴訟の対象からは「地方警察に関する事項」（訴願法 1条 1
項 6号）が外れているため（法律第106号），行政訴訟の対象にはならないと解される。
39）	　前掲注 3美濃部「日本行政法　下巻」167～168頁。
40）	　前掲注 2加々美 =有松「行政執行法」181頁は，「行政官庁カ義務者ノ為スベキ行為
其ノモノヲ実行スルコトハ事実的に義務者ノ為スヘキコトヲ代テ為スモノニシテ之カ実
行ノ甘受ハ其ノ結果ニシテ行政処分ノ目的トスルモノニ非ラサルヲ以テ之ニ依リテ権利
又ハ利益ヲ害セラレタリト主張スル者モ訴願ヲ為ス能ハサルナリ」と述べる。
41）	　同様に前掲注 2加々美 =有松「行政執行法」183頁では，「直接強制ハ実力ヲ以テ法
令又ハ行政処分ノ要求スル行為，不行為ノ状態ヲ実現セシムルニアルヲ以テ事実的ノ状
態ヲ事実的行為ヲ以テ為スモノト云ワザルヘカラス（中略）従テ之ニ対シテ行政訴願ヲ
提起スル能ハサルモノト云ワサルヘカラス」と述べている。
42）	　前掲注 2加々美 =有松「行政執行法」182頁は，「義務ヲ強制スルカ為メニ義務者ニ
所罰ヲ科スル行為ナルヲ以テ本来所罰ヲ科スルヲ行政官庁ノ目的トスル所ニ非サルモ既
ニ過料ヲ科スル場合ニ当リテハ一定ノ金額ヲ納付スヘキヲ目的トスルモノニシテ義務者
ハ之ニ依リテ一定ノ過料ヲ納付スヘキ義務ヲ負担スルモノナリ然モ司法事件ニ非ストセ
ハ一種ノ行政処分ナリト謂ハサルヘカラス」と述べている。
43）	　明治維新後から行政裁判法制定に至る経緯については，飛田清隆「明治国家体制にお
ける行政訴訟制度の成立過程に関する体系的考察」2007年・法制史研究57号123頁以下
が詳しい。
44）	　前掲注 3美濃部「日本行政法　上巻」344～349頁参照。
45）	　治安警察法10条「集会ニ於ケル講談論議ニシテ前条ノ規定ニ違背シ其ノ他安寧秩序ヲ
紊シ若ハ風俗ヲ害スルノ虞アリト認ムル場合ニ於テハ警察官ハ其ノ人ノ講談論議ヲ中止
スルコトヲ得」，同16条「街頭其ノ他公衆ノ自由ニ交通スルコトヲ得ル場所ニ於テ文書，
図画，詩歌ノ掲示，頒布，朗読若ハ放吟又ハ言語形容其ノ他ノ作為ヲ為シ其ノ状況安寧
秩序ヲ紊シ若ハ風俗ヲ害スルノ虞アリト認ムルトキハ警察官ニ於テ禁止ヲ命スルコトヲ
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得」
46）	　治安警察法 8条「安寧秩序ヲ保持スル為必要ナル場合ニ於テハ警察官ハ屋外ノ集会又
ハ多衆ノ運動若ハ群集ヲ制限，禁止若ハ解散シ又ハ屋内ノ集会ヲ解散スルコトヲ得」
47）	　治安警察法12条「集会又ハ多衆運動ノ場合ニ於テ故ラニ喧擾シ又ハ狂暴ニ渉ル者アル
トキハ警察官ハ之ヲ制止シ其ノ命ニ従ハサルトキハ現場ヨリ退去セシムルコトヲ得」
48）	　もっとも，明治憲法下では，司法裁判所にも行政裁判所にも，行政実体法の内容の合
憲性を審査する権限（法令審査権）は与えられていなかったのであるから，それは無い
物ねだりというべきであろう。
49）	　前掲注20須藤「『即時強制』の系譜」19頁では，「筆者は，広範な行政警察権限が警察
組織から一般行政組織へ移管されたことが行政法総論へ即時強制を位置づけ得る根拠で
はないかと考える。つまり，実質的警察概念からすれば権限が移管されてもその作用の
性質は変わらず『警察作用』であるが，形式的警察概念で捉えれば警察組織の所管する
範囲から外れたのであるからもはや『警察作用』ではない。一般行政組織に行政警察権
限が移管され，警察組織と一般行政組織，両方に共通する法的仕組みが存するのであれ
ば，行政法総論・行政法通則として論じ得ると思われる。」と述べる。
